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九州・沖縄における食品工業の産業連関分析
倉知哲朗
（2008年12月17日　受理）
要　　　　旨
　倉知哲朗（2009）九州・沖縄における食品工業の産業連関分析。九州沖縄農研報告　52：95 －
124．
　産業連関分析により九州・沖縄の食品工業の生産額変動が農業生産に与える波及効果を計測し，
食品工業の地域農業への影響の程度を明らかにした。食品工業の生産額が１単位増加した場合の農
業生産額の増加の比率である生産波及係数は，九州，沖縄ともに 0.135 程度である。また，沖縄は，
食品工業に原材料となる農産物やその加工品を供給する農業，食品工業の各部門で移輸入の割合が
大きく，域外への生産波及の流出率が高い。食品工業の地域内自給率が 10 ポイント上昇した場合
の農業生産額への波及効果は，九州では「そう菜・すし・弁当」，「酪農品」，「肉加工品」，「その他
の食料品」，「菓子類」部門で大きい。その他に「砂糖」，「その他の酒類」部門の波及効果も比較
的大きい。沖縄も，九州と同様に「酪農品」，「肉加工品」，「そう菜・すし・弁当」部門の波及効果
が大きく，「砂糖」部門がそれについで大きい。これらの食品工業の域内自給や地場産品の加工は，
農業の生産額増加に大きくつながる。
　キーワード：食品工業，産業連関分析，波及効果，農業生産。
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Ⅰ．緒　　言
　食品工業は，原材料となる農産物を通じて農業と
密接に結びついており，地域の食品工業の生産動向
は，農業生産に直接・間接の影響を及ぼす。とりわけ，
我が国の主要な農業生産地域である九州・沖縄にお
いては，食品工業は農業とともに地域経済において
重要な産業になっている。本報告では，九州・沖縄
における食品工業の生産額変動が農業生産に与える
波及効果を産業連関分析により定量的に計測し，食
品工業の地域農業への影響の程度を明らかにする。
　産業連関分析により農業と食品産業の相互依存関
係に焦点をあて波及効果を計測した研究として，吉
田，倉知，家坂，出村，薬師寺がある。吉田 9）は，
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全国表に基づき産業連関分析における「生産誘発」，「輸
入誘発」の概念を用いて，食品産業の国内農業生産，
輸入原材料との関係を計数的に整理し，その時系列
変化を分析している。また，吉田 10）は最終消費の変
化が，フードシステムを構成する農水産業，食品工
業，外食産業等の産業部門に与える波及効果を計測
し，産業部門および最終消費間の経済的な相互依存
関係を分析している。倉知 4），家坂 2）は，県内表に
基づいて，それぞれ甘しょ関連部門，さとうきび等
の特定部門の生産額変動が農業，地域経済に与える
波及効果を計測している。出村 1）は，地域間表に基
づき，でん粉部門を対象にでん粉輸入額の増加が地
域内，他地域に与える影響を分析している。薬師寺 7）
も地域間表に基づいて，砂糖関連部門を対象に生産
額変動による波及効果を分析している。
　本報告では，九州地域内表，沖縄県内表に基づいて，
九州，沖縄における食品工業を対象に食品工業を構
成する部門ごとに生産額の増加が農業の各部門レベ
ルでどの程度の波及効果を引き起こすかを分析する。
既往の研究では，食品工業の部門別の生産変動が農
業生産に与える波及効果を農業全体として一括して
分析 9，10）したり，食品工業の特定部門を対象に農業
全体や地域経済に与える波及効果を分析 1，2，4，7）した
ものはあるが，本報告のように食品工業の全部門を
取り上げて，食品工業の部門別に農業生産への波及
効果を農業の各部門レベルにまで落とし込んで分析
した研究はない。
　報告では，はじめに九州・沖縄の食品工業の特徴
や農業および食品工業の移輸出入の状況を工業統計
や産業連関表に基づいて統計的に概観する。次に，
九州・沖縄における食品工業の部門別出荷額等の特
定期間の変動額を地域変動効果分析（シフト・シェア・
アナリシス）によって変動成分に分離し，その特徴
を検討するとともに食品工業部門別に九州，沖縄各
県の変動成分を比較する。最後に，九州・沖縄の地
域産業連関表を農業および食品工業中心に組替集計
し，組替集計した地域産業連関表に基づいて，食品
工業の各部門の地域内自給率が上昇した場合の農業
生産に与える波及効果を分析する。
Ⅱ．九州・沖縄の食品工業
１．目的
　本章では，九州・沖縄の食品工業の製造業に占め
る割合，食品工業の部門別構成，移輸出入の状況等
を産業連関表や工業統計等の統計資料に基づいて全
国，他地域と比較することで，その特徴を明らかに
する。
２．食品工業の地位
　産業連関表からみた九州，沖縄の食品工業生産額
の全産業に占めるシェアは，九州（3.6％），沖縄（3.3％）
とも全国（3.1％）をやや上回る程度であるが，製造
業に占めるシェアでは九州（14.3％），沖縄（27.6％）
とも全国（9.3％）を大幅に上回っている（2000年）（第
１表）。生産額の推移を1985年を 100とした指数でみ
ると，九州の生産額の増加率が全国に比べて高いの
に対し，沖縄はこの間，ほとんど増加していない（第
２表）。
　九州，沖縄の食品工業の地位を工業統計からみる
と，事業所数，従業者数，出荷額等で全国に占める
九州のシェアは，各々15.3％，12.8％，11.5％である（2005
年）。事業所数は，関東についで多く，従業者数，出
荷額等は関東，近畿，東海についで多い。また，製
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造業全体の事業所数，従業者数，出荷額等に占める
食品工業の割合でみても，九州は全国平均に比べて
２倍前後（25.9％，23.7％，16.5％）を有し，地域内で
の食品工業の比重が大きい。沖縄も，食品工業比率
をみると，北海道と並んで高く，食品工業への依存
度が大きい（第３表）。次に九州各県をみると，九州
の食品工業全体に占めるシェアでは，事業所数，従
業者数，出荷額等のいずれにおいても福岡，鹿児島
が大きく，全製造業に対する食品工業比率では，鹿
児島が格段に高い（第４表）。
　九州，沖縄の食品工業の従業者規模別状況では，
３人以下の事業所の全事業所に占める比率が事業所
数，従業者数，出荷額等のいずれにおいても高い（第
５表）。また，事業所当たりの出荷額等や従業者数で
みても，九州，沖縄は他地域に比較して少なく，小
規模零細事業所の割合が大きい（第１図，第２図）。
　次に，九州，沖縄の食品工業総生産額に占める部
門別の割合をみると，全国と同様に九州，沖縄とも，「清
涼飲料」，「ビール」，「そう菜・すし・弁当」の割合が
大きい。また，九州は「その他の酒類」，沖縄は「砂糖」
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の割合が大きい（第３図）。全国の構成比と対比した
特化係数をみると，九州，沖縄とも焼酎に代表され
る「その他の酒類」，「砂糖」が上位を占め，特に沖
縄の「砂糖」は，大きな生産額割合を反映し，特化
係数が突出している（第４図）。また，部門分類が少
し大括りになるが，各県における食品工業の部門別
生産額の構成と九州対比でみた特化係数を第６表に
示す。特化係数を部門別にみると，畜産食料品は熊本，
沖縄，水産食料品は長崎，めん・パン・菓子類は福岡，
長崎，熊本，農産保存食料品は長崎，熊本，宮崎，砂糖・
油脂・調味料類は鹿児島，沖縄，酒類は福岡，大分
が大きい。
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３．産業連関表からみた農産物の流れ
　産業連関表から九州産農産物の主要な流れをみる
と，農業生産額の34.6％が九州域外に移輸出されてい
る。残りが域内で需要されているが，生産額の10.3％
は中間需要として食品工業に直接投入されている。
域内での民間消費支出は18.9％である。農産物のうち
域外に直接移輸出されるものと食品工業を介して間
接的に域外に移輸出されるものを合わせると，農産
物の38.3％が域外に移輸出されている（第５図）。同
様に，沖縄県産の農産物は，農業生産額の27.2％が域
外に移輸出され，域内で需要されるもののうち15.6％
が食品工業に直接投入されている。域外に移輸出さ
れる農産物は，食品工業を通じて間接的に域外に移
輸出されるものを合わせると31.2％になる（第６図）。
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４．農業および食品工業の移輸出入
　農業は，九州全体として移輸出超過であり，「野菜」，
「花き・花木類」等の園芸や「と畜」が多額の移輸出
超過部門になっている。これに対して，沖縄は移輸
入超過であり，「米」等の穀類が代表的な移輸入超過
部門である（第７表）。食品工業は，九州，沖縄のい
ずれも全体として移輸入超過である。九州は「その
他の食料品」，「菓子類」が代表的な移輸入超過部門，
「その他の酒類」，「その他の水産食品」が移輸出超過
部門である。沖縄は，「砂糖」が移輸出超過部門であ
り，他は移輸入超過部門ということができる（第８表）。
また，農業と食品工業の移輸入率を九州と沖縄で対
比すると，ほとんどの部門で沖縄の移輸入率が九州
を上回っている。
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　次に，食品工業の原材料として使用される食用原
材料（農産物・水産物・加工食品）や，そのうちの
農産物原材料に占める移輸入原材料の割合を部門別
に九州，沖縄で対比すると，沖縄は九州に比較して
移輸入原材料への依存度が高い（第７図，第８図）。
５．まとめ
１ ）九州は，事業所数，従業者数，出荷額等の製造
業全体に占める食品工業の比率が全国に比べ２倍
前後，沖縄は北海道と並んで３倍前後と高く，食
品工業への依存度が大きい。しかし，小規模零細
事業所の比率が高い。
２ ）九州，沖縄とも食品工業の生産額に占める部門
別割合では「清涼飲料」，「ビール」，「そう菜・すし・
弁当」の割合が全国と同様に大きい。また，全国
と対比した特化係数は，九州，沖縄ともに焼酎に
代表される「その他酒類」，「砂糖」が大きい。
３ ）九州，沖縄産の農産物のうち域内の食品工業に
各々生産額の10.3％，15.6％が直接投入されている。
また，農産物のうち域外に直接移輸出されるもの
と食品工業を介して間接的に移輸出されるものを
合わせると，各々38.3％，31.2％になる。
４ ）食品工業の原材料として使用される食用原材料
やそのうちの農産物原材料に占める移輸入原材料
割合をみると，沖縄は九州に比較して移輸入原材
料への依存度が高い。
Ⅲ．食品工業生産の地域変動
１．目的
　本章では，九州・沖縄における食品工業生産の部
門別出荷額等の動向を分析し，その変動の特徴を明
らかにする。分析は，地域変動効果分析（シフト・シェ
ア・アナリシス）3）を援用し，食品工業生産の最近
10年間の動向を全国と対比し検討する。
２．資料および分析方法
　地域変動効果分析により，九州・沖縄の食品工業
を対象に２時点間の出荷額の変動を全国レベルの変
動と比較し，食品工業生産の部門別変動の特徴を明
らかにする。食品工業の部門別出荷額は，工業統計
表を使用する。分析対象期間は，1995 ～ 2005 年の
10年間とする。また，この期間の変動と比較の意味
で始期と終期を各々５年前に遡った，1990～ 2000年
の期間も併せて対象とする。1995～ 2005年の期間の
始期 1995年と終期 2005年の数値は，単一年の偶発
的な影響を回避するために，1995年は 1993年・1995
年，2005年は 2003年・2005年の２ヵ年間の平均値を
使用する。同様に，1990～ 2000年の期間の始期1990
年の数値は 1988年・1990年，終期 2000年の数値は
1998年・2000年の２ヵ年間の平均値を使用する。工
業統計調査は，毎年実施されているが，暦年の末尾
が０，３，５，８の年次は，全事業所を対象に調査が実
施されるセンサス年である。データとして使用する
８ヵ年次は，いずれもセンサス年である。以下では，
1990年，1995年，2000年，2005年と年次を表記する
ときは，各々上述の２ヵ年間の平均値を示す。
　地域変動効果分析は，ある地域（Ａ地域）の食品
工業の部門（小分類）毎に特定期間の変動額を次式
に示す全国成長効果，部門複合効果，地域シェア効
果の３つの変動成分に分離し，食品工業の部門別変
動の特徴を示したものである。
　Δxi＝ xi（t）－xi（0）＝R0・xi（0）+（Ri－
 　　　　　　　　　　　　（全国成長効果）（部門
R0）・xi（0）+（ri－Ri）・xi（0）
複合効果） 　　 （地域シェア効果）
　ただし，
　Δxi：Ａ地域の食品工業のｉ部門の t年（比較年）
と0年（基準年）の製造品出荷額xi（t）とxi（0）と
の変動額
　Ｒ０：全国レベルの食品工業の製造品出荷総額の
変動率
　Ｒｉ：全国レベルの i部門の製造品出荷額の変動率
　ｒｉ：Ａ地域のｉ部門の製造品出荷額の変動率
　ここで第１項の全国成長効果は，ｉ部門の変動額
のうち全国的な食品工業の製造品出荷総額の成長に
基づいて変動する成分である。第２項の部門複合効
果は，全国レベルでの，ｉ部門の変動率と食品工業
全体の平均変動率との差によるｉ部門の相対的な有
利性に基づく変動成分である。第３項の地域シェア
効果は，全国と地域との同じｉ部門の変動率の差に
基づく，地域に固有の成長を表す変動成分である。
このうち部門複合効果と地域シェア効果を合わせた
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ものを地域成長効果という。以下，地域成長効果は，
九州については九州成長効果，沖縄については沖縄
成長効果とよぶことにする。
３．食品工業の部門別変動パターン
　１）九州
　1995～ 2005年の食品工業の部門別変動を全国変動
効果，部門複合効果，地域シェア効果の３つの変動
成分に分離したものが第９表である。変動成分のう
ち九州成長効果を構成する部門複合効果と地域シェ
ア効果に着目し，地域シェア効果をＸ軸，部門複合
効果をＹ軸にとり，両効果をプロットしたものが第
９図である。各部門は両効果の符号関係により第Ⅰ
～第Ⅳ象限の変動パターンに区分できる。ここで，
Ｙ軸に近接する部門は地域シェア効果はゼロとみな
してもよいので，その部門は，むしろ全国平均的な
動向を示しているものと解釈することができる。
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　まず，1995～2005年の期間の主な部門の変動パター
ンをみる。部門複合効果，地域シェア効果がともに
正値の第Ⅰ象限には，畜産食料品，調味料，茶が属
する。これら部門は，部門複合効果が正値を示し全
国的にみて成長部門として特徴づけられるが，九州
では，さらに地域シェア効果も正値を示すことから
部門有利性に基づく成長に加えて，地域固有の成長
がみられた部門である。次に，部門複合効果が正値
を示し，地域シェア効果が負値を示す第Ⅱ象限には，
清涼飲料が属する。この部門は，全国的にみて成長
部門として位置づけられるが，むしろ九州では衰退
がみられた部門である。また，部門複合効果が負値，
地域シェア効果が正値を示す第Ⅳ象限には，酒類，
水産食料品が属する。これら部門は，全国的に衰退
がみられた部門であるにもかかわらず，九州では地
域固有の成長がみられ，他地域に比べ有利な方向に
展開した部門である。なお，部門複合効果，地域シェ
ア効果がともに負値の第Ⅲ象限には，全国的にみて
衰退部門で九州ではそれ以上に落ち込みが大きかっ
た部門が属する。九州では農産食料品が第Ⅲ象限に
含まれるが，農産食料品は地域シェア効果がゼロに
近く，地域固有の成長も衰退もないので，全国平均
的な動向を示していると解釈できる。
　次に，1995～ 2005年の期間の主な変動パターンを
1990～ 2000年の期間と比較してみる（第10表，第
10図）。畜産食料品は，1990～ 2000年の期間に比べ
ると衰退部門から成長部門に転換し，地域固有の成
長がみられる。これに対して，農産食料品は全国的
に成長部門から衰退部門に転換するとともに，1990
～ 2000年の期間にみられた地域固有の成長がみられ
ず，全国平均的な動向を示している。農産食料品は，
野菜・果実を主原料とする加工品であり，冷凍およ
び乾燥の野菜・果実，漬物等の保存食料品（びん・
缶詰を含む）である。この部門は，外食産業などの
原材料として急速に輸入が伸びてきており，国産品
の需要の減少が大きな部門である。また，清涼飲料
は，同じく全国的に成長が継続している部門である
が，九州では衰退による落ち込みが大きい部門であ
る。酒類は，両期間とも同じ第Ⅳ象限に属しているが，
1995～ 2005年の期間には，焼酎ブームを反映して，
地域シェア効果は大きく増加している。
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　２）沖縄
　まず，1995 ～ 2005 年の期間の主な部門の変動パ
ターンをみる。第Ⅰ象限には，調味料，パン・菓子，
その他食料品，清涼飲料が属する。これら部門は全
国的に成長部門であり，沖縄ではそれ以上に地域固
有の成長がみられた部門である。第Ⅱ象限には，畜
産食料品が属し，畜産食料品は全国的には成長がみ
られた部門であったが，沖縄では他地域に比べ衰退
がみられたことを示している。第Ⅳ象限には，水産
食料品，酒類が属し，これら部門は全国的には衰退
がみられたものの，沖縄では他地域に比べ固有の成
長がみられた部門である。第Ⅲ象限には糖類，精穀・
製粉が属しており，これら部門は，全国的にみて衰
退部門として位置付いており，それ以上に沖縄では
落ち込みが大きかったことを示している（第11表，
第11図）。
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  次に，1995～ 2005年の期間の主な変動パターンを
1990～ 2000年の期間と比較してみる（第 12表，第
12図）。畜産食料品は，1990～ 2000年の期間に比べ
ると第Ⅳ象限から第Ⅱ象限に移動し，地域固有の成
長を示す地域シェア効果は負値に転じている。沖縄
特産のさとうきびを原料とする糖類は，両期間とも
第Ⅲ象限に属しているものの，地域シェア効果の落
ち込みは大きく改善している。また，泡盛に代表さ
れる酒類は，両期間とも第Ⅳ象限に属しているが，
地域固有の成長を示す地域シェア効果は九州と同じ
く大きく増加している。
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４．地域シェア効果の県間比較
　九州・沖縄の各県を対象に地域変動効果分析によ
り1995～ 2005年の期間変動額を３成分に分離し，主
な食品工業部門について各県の地域固有の部門成長
を表す変動成分である地域シェア効果を比較したも
のが，第13～第21図である。まず，部門複合効果が
正値の部門をみると，畜産食料品は鹿児島が地域シェ
ア効果で大きな正値を示し，結果的に九州の地域シェ
ア効果を引き上げており，この期間における地域固
有の成長が大きかったことを示している（第13図）。
調味料は，福岡，佐賀以外は地域シェア効果で正値
を示し，特に長崎は地域固有の成長が大きかったこ
とを示している（第14図）。お茶は鹿児島，福岡が地
域シェア効果で正値を示し，地域固有の成長が大き
かったことを示している（第15図）。また，冷凍調
理食品やそう菜等が含まれる，その他食料品では福
岡が，清涼飲料では佐賀が，地域シェア効果で大き
く負値を示し，九州全体を押し下げている（第16図，
第17図）。
　これに対して部門複合効果が負値の部門をみると，
酒類は焼酎ブームによる消費拡大を反映し，地域シェ
ア効果は鹿児島，大分，宮崎を中心に全県で正値を
示している（第18図）。水産食料品は，福岡，鹿児島
の地域シェア効果が大きく正値を示し，九州全体の
成長に大きく寄与している（第19図）。精穀・製粉は，
米麦の主産県である福岡・佐賀が地域シェア効果で
正値を示しており，それ以外の県は負値を示してい
る（第20図）。また，国産品の需要が大きく減少した
農産食料品は福岡，長崎で地域シェア効果が正値を
示すものの，それ以外の県では負値を示し九州全体
の地域シェア効果を負値にしている（第21図）。
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５．まとめ
１ ）1995～ 2005年の期間における食品工業の部門別
変動の特徴をみると，九州は，およそ３つの変動
パターンに区分できた。全国的に成長部門である
畜産食料品，茶，調味料や全国的に衰退部門であ
る酒類，水産食料品は，九州では地域シェア効果
が正値を示し，他地域に比べ有利な方向に展開し
てきたことを示していた。また，全国的には成長
部門であった清涼飲料は，地域シェア効果が負値
を示し，他地域に比べて衰退傾向がみられた。
２ ）同期間における沖縄の食品工業の部門別変動パ
ターンは，４つに区分できた。全国的に成長部門
である調味料，パン・菓子，その他の食料品，清
涼飲料や全国的に衰退部門である酒類，水産食料
品は，地域シェア効果が正値を示し，他地域に比
べ有利な方向に展開してきたことを示していた。
全国的には成長部門として位置付いていた畜産食
料品は，他地域に比べ衰退傾向を示していた。ま
た，全国的に衰退部門であった糖類，精穀・製粉は，
沖縄では，それ以上の落ち込みがみられた。
３ ）九州・沖縄の各県について地域固有の成長成分
である地域シェア効果に着目し，県別の動向を明
らかにした。特に，畜産食料品は鹿児島，調味料
は長崎，お茶は鹿児島，福岡，酒類は鹿児島，大分，
宮崎，水産食料品は福岡，鹿児島で地域シェア効
果が正値を示し，九州全体の地域シェア効果を押
し上げていた。
Ⅳ．食品工業の農業生産への波及効果
１．目的
　食品工業は，原材料となる農産物を通じて農業と
密接に結びついており，とりわけ九州や沖縄におい
ては，食品工業は農業とともに地域経済において重
要な産業になっている。本章では，地域産業連関表
に基づいて，九州・沖縄における食品工業生産の変
動が農業生産に与える波及効果を明らかにする。
２．資料および分析方法
　食品工業の農業生産への波及効果を計測するため
に，九州地域産業連関表，沖縄県産業連関表（2000年）
の基本分類による取引基本表を組替集計し，農業お
よび食品工業を中心にした産業連関表を作成する。
　作成する産業連関表は，内生部門が145部門より構
成され，このうち農業が23部門，食品工業が32部門
よりなる（第13表）。産業連関表の統合中分類 6）で
は食料品に属する「と畜」，「精穀」，「冷凍魚介類」部
門は，農業もしくは漁業と食品工業との中間的な位
置を占め，各々家畜→肉類，玄米（麦）→精米（麦），
鮮魚→冷凍魚への商品変換産業の性格を持つため，
「と畜」，「精穀」部門は農業に，「冷凍魚介類」部門は
漁業に含める。また，「飼料」，「有機質肥料」，「たばこ」
部門は，食品工業から除外する（第14表）。
　波及効果は，組替集計した産業連関表により計測
した生産波及係数に食品工業部門の生産増加額を乗
じて求める。第１段階として，食品工業の農業への
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生産波及係数を計測する。生産波及係数は，食品工
業生産額の増加に対する農業生産への波及の程度を
比率で示し，食品工業生産額の１単位の増加が，域
内農業生産額にどの位の増加を及ぼすかを示すもの
である。生産波及係数は，食品工業生産の規模を捨
象した概念であり，市場規模を考慮した波及効果を
把握するためには充分ではないが，生産波及の程度
を比率として相対的に把握できる便利な指標である。
　食品工業の生産波及係数は，簡略計算法により逆
行列係数表の食品工業部門の列の数値を当該食品工
業部門の自交点（逆行列係数表の食品工業部門の行
と列の交点）の数値で割り戻すことにより求める。
食品工業部門の農業部門への生産波及係数は，割り
戻した食品工業部門の列の農業部門の行の数値であ
る 8）。
　次に第２段階として，計測した生産波及係数に，
食品工業の増加額を乗じることにより，食品工業の
生産額が増加した場合の農業生産への波及効果を明
らかにする。食品工業の増加額は，地域内での自給
率が10ポイント上昇するものと仮定して試算する。
ここでは，農業への波及効果の範囲は食品工業の生
産額増加に伴う産業部門間の原材料の投入増加を通
じての農業生産額増加の１次波及効果にとどめ，雇
用所得等の増加により誘発される２次波及効果 5）以
降は考慮しない。
３．農業生産への波及効果　
　１）生産波及係数と域外流出率
　生産波及係数には，計測モデルの違いにより，移
輸入の存在を考慮した開放経済型の逆行列より計算
したものと移輸入のないことを想定した封鎖経済型
の逆行列より計算したものの２つの型がある。
　本分析では，開放経済型の生産波及係数と併せて，
原材料の移輸入を通じた生産波及の域外流出率を求
めるために封鎖経済型の生産波及係数も計測する。
生産波及の域外流出率は，封鎖経済型と開放経済型
の生産波及係数の差を封鎖経済型の生産波及係数で
割ったもので，封鎖経済型の生産波及のうち何パー
セントが移輸入により域外に流出したかを示す比率
である。域外流出率が高いほど，域内での生産波及
係数（開放経済型）は小さくなる。
　食品工業全体の生産額が１単位増加した場合の域
内農業への生産波及係数（開放経済型）は，九州が
0.135，沖縄が0.134であり，ほぼ同水準である。しかし，
沖縄は，移輸入のないことを想定した封鎖経済型の
生産波及係数が大きく，その域外流出率は50.2％と極
めて高い（第15表）。沖縄は，食品工業の原材料の県
外依存度が相対的に大きいことが，域内にとどまる
生産波及の程度を低下させているといえる。このこ
とは，前述した沖縄の食品工業における部門別の食
用原材料投入額，もしくは農産物原材料投入額に占
める移輸入原材料の割合が大きかったことからも理
解できる。
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   第 16表，第17表は，九州，沖縄の食品工業の生産
波及係数（開放経済型）と域外流出率を部門別に計
測し，生産波及係数の上位から降順に並べたもので
ある。農業への生産波及係数が大きい食品工業部門
は，九州においては「肉加工品」，「レトルト食品」，「畜
産びん・かん詰」，「そう菜・すし・弁当」，「でん粉」
である。これらの食品工業部門で農業のどの部門で
の生産波及係数が大きいかをみると，「肉加工品」で
はと畜と肉用牛が，「レトルト食品」，「畜産びん・か
ん詰」では野菜とと畜が，「そう菜・すし・弁当」で
は精穀と米が，「でん粉」ではいも類の生産波及係数
が大きくなっている。また，沖縄では生産波及係数
は「砂糖」が１位を占め，地域性をよく表している。
ついで，「肉加工品」等の畜産食料品が上位を占めて
いる。食品工業の市場規模を考慮しなければ，九州・
沖縄においては，これら生産波及係数の大きな食品
工業部門の生産振興が農業生産の増加に寄与するこ
とを示している。
　次に部門別の域外流出率は，生産波及係数の上位
部門の中で，九州は「製粉」，「でん粉」，「酪農品」が，
沖縄は「学校給食」，「そう菜・すし・弁当」，「冷凍調
理食品」が高い。これらは原材料の移輸入が相対的
に大きい部門であり，原材料が域内で調達できれば
農業の生産増加につながることを意味する。
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　２）地域内自給率の上昇による農業生産の増加
　前項では，食品工業の農業生産に及ぼす影響を生
産波及係数の計測により明らかにした。しかし，前
述したように生産波及係数は食品工業の当該部門が
１単位増加した場合の農業生産額の増加の比率であ
り，食品工業部門の市場（生産）規模が捨象された
概念である。つまり，どれだけ生産波及係数が大き
くても，食品工業部門の増加額が小さければ，農業
の生産増加額は必ずしも大きなものとはならず，農
業生産への波及効果は限定的にならざるをえない。
そこで，生産波及係数と市場規模の両方を考慮して
農業生産に及ぼす影響を検討する。
  試算の前提として，食品工業の各部門の地域内自
給率が10ポイント上昇するとした場合に農業全体お
よび農業各部門に，どの程度の生産額増加をもたら
すかを検討する。ここでいう地域内自給率は，生産
額から移輸出額を控除したものを域内需要額で割っ
た数値であり，移輸入率の補数である。したがって，
地域内自給率は100％をこえない。
　第18表，第19表は，食品工業の各部門の自給率が
10ポイント上昇した場合の食品工業部門の生産増加
額と，その生産増加によりもたらされる農業生産の
増加額を一覧にしたものである。表の食品工業部門
は，農業生産増加額の大きい順に並べてある。した
がって，上位に位置する食品工業部門の生産増加は
農業の生産増加に大いに寄与することを示している。
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　まず，九州では，「そう菜・すし・弁当」が最も大
きく，ついで「酪農品」，「肉加工品」，「その他の食料
品」，「菓子類」，「製粉」，「農産保存食料品」の順である。
九州の特徴としては，「砂糖」（11位），「その他の酒類」
（13位）が比較的上位を占めていることである。生産
波及係数の大きかった「レトルト食品」，「でん粉」，「畜
産びん・かん詰」は，市場規模が小さいために農業
生産の増加額は大きくなく，波及効果は小さい。
　次に沖縄では，九州と同様に「酪農品」，「肉加工品」，
「そう菜・すし・弁当」がそろって上位を占め，つい
で「砂糖」が位置しており，これら部門で農業生産
への波及効果が大きい。生産波及係数が大きかった
「動物油脂」は，市場規模が小さいために農業生産へ
の波及効果は小さい。
　以上は，農業全体としての農業生産増加額をみた
ものであるが，このうち農業生産増加額の大きな食
品工業部門を取り上げ，農業部門別の内訳を示した
ものが第20表，第21表である。食品工業の各部門で
表記した農業部門は上位10部門とした。農業部門の
生産増加額は，第16表，第17表の農業部門に対する
生産波及係数に食品工業部門の生産増加額を乗じた
数値である。農業生産増加額が第１位の農業部門に
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は，当該農業部門の総生産額に占める生産増加額の割合を（　）付きで示す。
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　第 22表，第23表は，前述の第20表，第21表を生
産増加がもたらされる農業部門ごとに食品工業部門
を再整理して一覧にしたものである。表には，生産
増加のために必要になる作付（栽培）面積や飼養頭
羽数も示した。第24表は，換算のもとになる作付（栽
培）面積，飼養頭羽数当たりの生産額を示す。
　九州についてみると，米は，「そう菜・すし・弁当」，
「清酒」，「その他の食料品」，「菓子類」，「その他の酒
類」等の食品工業部門の生産増加により生産額が増
加することを示している。この中では，「そう菜・すし・
弁当」が米生産への波及効果が最も大きく，生産額
で1,500百万円，作付面積で1,200haの増加をもたら
すこと，ついで，波及効果が大きいのは「清酒」であり，
生産額で1,200百万円，作付面積で900haの増加をも
たらすことを示している。
　豆類は，「その他の食料品」，「植物油脂」の生産増
加により大きな波及効果をもたらし，それぞれ生産額
で700百万円，400百万円，作付面積で1,500ha，1,000ha
の増加になる。これに対して，いも類への波及効果
は「菓子類」，「そう菜・すし・弁当」，「その他の酒
類」でみられるが，作付面積で，50～ 70haの増加に
とどまる。「その他の酒類」のいも類への波及効果は，
それほど大きくない。これは，「その他の酒類」の定
義と分析対象地域に関係する。すなわち，第１に「そ
の他の酒類」の定義には，焼酎以外に果実酒，リキュー
ル類等が含まれており，また原料用農産物もいも類，
米，果実がその生産に投入されている。原料用農産
物の投入額に占める作物別の投入割合をみると，いも
類より米，果実の割合が大きい（米41％，果実32％，
いも類15％）。第2に分析対象地域については，九州
全域を対象としており，「その他の酒類」に占めるい
も焼酎の比重が南九州（鹿児島，宮崎）に対象を限
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定した場合に比べると低い。これら２点が，いも類
への波及効果を低めている理由といえる。
　野菜への波及効果の大きな部門は，「農産保存食料
品」，「そう菜・すし・弁当」であり，作付面積でそれ
ぞれ200ha，170haの増加をもたらす。九州地域産業
連関表（2000年）によれば，野菜生産額の52％が移
輸出され，残りが九州地域で需要されている。その
内訳は，家計に29％，飲食店に6％，加工原料用と
して食品工業に9％が仕向けられている。今後も外食
産業の一層の展開が予想され，「農産保存食料品」や
「そう菜・すし・弁当」の生産拡大による加工用・業
務用野菜の生産増加が大いに期待できる。また，同
じ園芸部門である果実への波及効果の大きな部門は，
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「その他の食料品」，「清涼飲料」であり，いずれも栽
培面積で200ha程度の増加をもたらす。
　畜産物では，肉用牛への波及効果は，「肉加工品」，「そ
う菜・すし・弁当」で大きく，飼養頭数でそれぞれ3,800
頭，2,000頭の増加をもたらす（第22表）。
　次に，沖縄をみると，砂糖原料作物（さとうきび）
への波及効果は，「砂糖」が圧倒的に大きく，栽培面
積で300haの増加になる。また，豚への波及効果は，「肉
加工品」が130百万円であり，飼養頭数で3,500頭の
増加になる（第23表）。
４．まとめ
１ ）食品工業の生産額が１単位増加した場合の農業
生産額の増加の比率である生産波及係数（開放経
済型）は，九州，沖縄ともに0.135程度である。沖
縄は，食品工業に対して原材料となる農産物やそ
の加工品を供給する農業，食品工業の各部門で移
輸入の割合が大きく，生産波及の域外への流出率
が高い。
２ ）九州で，農業への生産波及係数が大きな部門は，「肉
加工品」，「レトルト食品」，「畜産びん・かん詰」，「そ
う菜・すし・弁当」，「でん粉」である。他方，沖縄は，
「砂糖」の生産波及係数が最も大きく，それ以外で
は九州と同様に「肉加工品」等の畜産食料品である。
３ ）食品工業の地域内自給率が10ポイント上昇した
場合の農業生産への波及効果をみると，農業全体
の生産額の増加が大きな部門は，九州では「そう菜・
すし・弁当」，「酪農品」，「肉加工品」，「その他の食
料品」，「菓子類」である。九州の特徴として，「砂糖」，
「その他の酒類」も比較的上位を占めている。沖縄
も，九州と同様に「酪農品」，「肉加工品」，「そう菜・
すし・弁当」が大きく，「砂糖」がそれについで大
きい。これら食品工業生産額の増加が農業生産額
の大きな増加をもたらす。
４ ）農業の各部門レベルでの波及効果を農産物別に
みると，九州では，米へは「そう菜・すし・弁当」
と「清酒」，野菜へは「農産保存食料品」と「そう菜・
すし・弁当」，肉用牛へは「肉加工品」と「そう菜・
すし・弁当」，「冷凍調理食品」の波及効果が大きい。
また，沖縄では，野菜へは「そう菜・すし・弁当」
と「農産保存食料品」，豚へは「肉加工品」の波及
効果が大きく，砂糖原料作物や酪農へは「砂糖」
と「酪農品」の波及効果が圧倒的に大きい。
Ⅴ．考　　察
　九州・沖縄の食品工業は，事業所数，従業者数，
出荷額等において製造業全体に占める割合が大きい。
しかし，事業所当たりの従業者数や出荷額等は少な
く，小規模零細という特徴のもとで，同地域の食品
工業は原材料である農産物を通じて地域農業と密接
に結びついている。
　最近10年間の九州・沖縄における食品工業の出荷
額等の動向を部門別に全国と対比すると，畜産食料
品，茶，調味料は全国的に成長部門であり，九州では
それ以上の成長がみられた。また，酒類，水産食料品は，
全国的には衰退部門であったが，九州では逆に成長
部門として有利な方向に展開してきた。それ以前の
時期と比較した，この10年間の特徴として，畜産食
料品が衰退部門から成長部門に転じたこと，酒類が
焼酎ブームを反映して，引き続き地域固有の成長を
大きく増加させたこと，野菜・果実を主原料とする
農産加工品が外食産業等の原材料の急速な輸入の影
響により国産品の需要の減少がみられ，九州も全国
平均的な動向を示していたこと等が指摘できた。
　沖縄では，全国的に成長部門であった調味料，パン・
菓子，その他の食料品，清涼飲料や全国的に衰退部
門であった酒類，水産食料品が，他地域に比べ有利
な方向に展開してきたのに対し，全国的には成長部
門であった畜産食料品は，他地域に比べ衰退傾向に
あった。また，全国的に衰退部門として位置付いて
いた糖類，精穀・製粉は，沖縄ではそれ以上に落ち
込みが大きかった。
　食品工業全体の生産額が１単位変動した場合の域
内農業への生産波及係数を計測した結果，沖縄は移
輸入を想定した開放経済型の生産波及係数では九州
とほぼ同じ大きさであったが，移輸入がないことを
想定した封鎖経済型の生産波及係数は，九州に比べ
て格段に大きかった。このため，食品工業の生産波
及の域外流出率は50.2％と高く，生産波及のほぼ半分
が域外に流出する結果を招いていた。これは，沖縄
の農産物をはじめとする食品工業原材料の県外依存
度が大きいことが主要な要因であった。今後，沖縄
は農産物をはじめとする食品工業の原材料の域内調
達を高めることが課題である。
　九州・沖縄の食品工業部門の地域内自給率が10ポ
イント上昇した場合の，農業生産への波及効果を計
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測した結果，九州では「そう菜・すし・弁当」，「酪農品」，
「肉加工品」，「その他の食料品」，「菓子類」部門の波
及効果が大きかった。その他に，九州の特徴としては，
「砂糖」，「その他の酒類」部門の波及効果が比較的大
きかった。沖縄も九州と同様に「酪農品」，「肉加工品」，
「そう菜・すし・弁当」部門の波及効果が大きく，そ
の他には「砂糖」部門がそれについで大きかった。
　特に，「そう菜・すし・弁当」部門は，「そう菜製
造業やすし・弁当製造業の生産活動を範囲」とし，「小
売店の店舗内で製造・小売されるものの製造分の生
産活動を含む。」と定義 6）されており，広義の外食産
業の一業種である中食に位置する。中食は，核家族化，
個食化，女性の社会進出，家庭での料理の簡便化等
から年々市場規模を拡大している。今後も大きな展
開が予想される「そう菜・すし・弁当」部門は，米，
畜産，野菜等への生産波及を通じて地域農業の展開
に大きくつながるものといえる。また，「酪農品」，「肉
加工品」部門や豆腐，油あげ，納豆等の大豆製品等
を含む「その他の食料品」部門，地域特産物である
さとうきび，甘しょ等を原料とする「砂糖」，「その他
の酒類」部門の波及効果が大きいことは，今後の地
場の食品工業の展開が地域農業の展開に密接に結び
ついていることを意味している。
　これらの食品工業部門の域内自給や地場産品の加
工は，生産波及を通じて地域農業の生産額増加に大
きくつながることから，九州・沖縄の農業がこれら
の食品工業部門との連携強化を図っていくことは，
今後の地域農業の展開にとって重要な戦略の一つで
あるといえる。
Ⅵ．摘　　要
１ ．九州，沖縄は，事業所数，従業者数，出荷額等の
製造業全体に占める食品工業比率が高く，小規模
零細事業所の割合が大きい。また，食品工業の生
産額に占める部門別割合では「清涼飲料」，「ビール」，
「そう菜・すし・弁当」の割合が全国と同様に大き
く，全国対比の特化係数では，九州，沖縄ともに「そ
の他酒類」，「砂糖」の特化係数が大きい。
２ ．九州，沖縄産農産物は，域内の食品工業に各々生
産額の10.3％，15.6％が直接投入されている。また，
農産物のうち直接移輸出されるものと域内食品工
業を介して間接的に移輸出されるものを合わせる
と，各々38.3％，31.2％を占めている。
３ ．工業統計データをもとに地域変動効果分析を援
用して計測した1995～ 2005年の期間の九州・沖縄
の食品工業の部門別変動の特徴をみると，九州は
およそ３つの変動パターンに，沖縄は４つの変動
パターンに区分できた。
４ ．九州では，全国的に成長部門であった畜産食料品，
茶，調味料や全国的には衰退部門であった酒類，
水産食料品が，他地域に比べて有利な方向に展開
してきた。また，全国的に衰退部門であった清涼
飲料は，全国平均以上に衰退傾向がみられた。
５ ．沖縄では，全国的に成長部門であった調味料，パン・
菓子，その他の食料品，清涼飲料や全国的に衰退
部門であった酒類，水産食料品が，他地域に比べ
有利な方向に展開してきた。全国的には成長部門
であった畜産食料品は，他地域に比べ衰退傾向に
あった。また，全国的に衰退部門として位置付い
ていた糖類，精穀・製粉は，全国平均以上に衰退
傾向がみられた。
６ ．九州および沖縄の2000年地域産業連関表に基づく
産業連関分析により，食品工業の生産額が１単位
増加した場合の農業生産額の増加の比率である生
産波及係数を計測した。生産波及係数（開放経済型）
は，九州，沖縄ともに0.135程度である。また，沖
縄は，食品工業に原材料となる農産物やその加工
品を供給する農業，食品工業の各部門で移輸入の
割合が大きく，域外への生産波及の流出率が高い。
７ ．食品工業の地域内自給率が10ポイント上昇した
場合の農業生産への波及効果をみると，農業全体
の生産額の増加が大きな部門は，九州では「そう菜・
すし・弁当」，「酪農品」，「肉加工品」，「その他の食
料品」，「菓子類」である。また，九州の特徴として「砂
糖」，「その他の酒類」も比較的上位を占めている。
沖縄も，九州と同様に「酪農品」，「肉加工品」，「そ
う菜・すし・弁当」が大きく，「砂糖」がそれにつ
いで大きい。
８ ．上述の食品工業部門の域内自給や地場産品の加
工は，生産波及を通じて地域農業の生産額増加に
大きくつながることから，九州・沖縄の農業がこ
れらの食品工業部門との連携強化を図っていくこ
とは，今後の地域農業の展開にとって重要な戦略
の一つであるといえる。
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． Ripple Effects of Food Industry Development on Agricultural 
Production in the Kyushu and Okinawa Regions
Tetsuro  Kurachi
Summary
 1 .  This article discusses the ripple effects of the food industry development on agricultural 
production in the Kyushu and Okinawa regions based on an input-output analysis.
 2 .  The increased value of the food industry's production increases the value of agricultural 
production in the Kyushu and Okinawa regions about 0.135 times.
 3 .  If the self-sufficiency ratio of the regional food industry's supply could be raised by 10 
percentage points, the food industry sectors that would produce more extensive ripple 
effects on agricultural production in the Kyushu region are prepared meals, sushi and boxed 
lunches; dairy farm products; processed meat products; other foods; and confectionery. In 
the Okinawa region, the following sectors would also produce similar effects: dairy farm 
products; processed meat products; prepared meals, sushi and boxed lunches; and sugar.
 4 .  Promoting the development of the above-mentioned sectors in the food industr y 
contributes to an increase in the value of agricultural production in the Kyushu and Okinawa 
regions.
    Keywords: food industry, input-output analysis, ripple effects, agricultural production. 
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